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第３次大阪市エイズ対策基本指針 
 
 

平成 29年度実績および評価 



平成27年度 平成29年度
実績値 実績値

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

41人 33人 39人 37人 35人 33人 30人以下

11,930人 12,295人 12,000人以上 12,000人以上 12,000人以上 12,000人以上 12,000人以上

2,447人 2,774人 2,678人 2,909人 3,140人 3,371人 3,600人以上

21.6% 24.8% 20.3% 19.0% 17.7% 16.4% 15％以下

ＨＩＶにかかる研修を受講した市立中学校
の教員数が在籍する学校数

－ 34% 70% 70% 70% 70% 70%

研修受講後、受講内容を生徒の教育に活
かすと答えた教職員の割合

－ 95% 70% 70% 70% 70% 70%

健康教育を受講した生徒数 3,429人 4,890人 3,600人 3,780人 3,970人 4,170人 4,380人

研修を受講した教員数 131人 198人 137人 144人 151人 158人 166人

ＭＳＭのＨＩＶ感染症の予防意識 －

ＳＷのＨＩＶ感染症の予防意識 －

ＭＳＭのコンドームの所持割合 － 40.7% 40% 42.5% 45% 47.5% 50%

ＳＷのコンドームの所持割合 － 40.8% 40% 42.5% 45% 47.5% 50%

ＨＩＶ検査受検者数 11,930人 12,295人 12,000人以上 12,000人以上 12,000人以上 12,000人以上 12,000人以上

ＭＳＭのＨＩＶ検査受検者数 2,447人 2,774人 2,678人 2,909人 3,140人 3,371人 3,600人以上

常設検査場等での早期発見者数 70人 60人 72人 74人 76人 78人 80人以上

研修を受けた福祉関係者数 198人 391人 208人 218人 229人 240人 252人

研修受講後、ＨＩＶ陽性者を受け入れるこ
とができると答えた福祉関係者数

57.8% 75.5% 70% 70% 70% 70% 70%

注） ※1の実績値及び年次別目標値は、年度（4月～翌3月）ではなく年（1月～12月）である。

注） ※2の実績値は、平成24年度から平成27年度までの平均実績値である。

第3次大阪市エイズ対策基本指針　平成29年度実績及び年次別目標値について

年　　次　　別　　目　　標　　値

大目標

新規エイズ患者報告数

副次目標

ＨＩＶ検査受検者数

ＭＳＭのＨＩＶ検査受検者数

３　療養支援のための保健・医療・福祉の連携

新規報告数（ＨＩＶ感染者＋エイズ患者）に
占めるエイズ患者の割合

１　正しい知識の普及啓発

２　ＨＩＶ検査・相談体制の充実

平成29年度実績により目標値を策定

平成29年度実績により目標値を策定

※2

※2

※2

※1

※1

2
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18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29
12 28 31 45 49 50 32 40 42 41 31 33
118 130 164 147 165 140 108 145 130 149 119 100
9.2 17.7 15.9 23.4 22.9 26.3 22.9 21.6 24.4 21.6 20.7 24.8

年
エイズ患者（人）
HIV感染者（人）

エイズ患者割合（％）

第3次大阪市エイズ対策基本指針（平成29年10月策定） 

期

間 

平成29年10月1日～平成34年9月30日 

大

目

標 

今後5年間でエイズ患者報告数を25％減少させる 

平成27年：41人 → 平成33年目標値：30人以下 

副

次

目

標 

① HIV検査を毎年12,000人以上受検する 

（参考 平成27年度：11,930人） 

② 年間のMSMのHIV検査受検者数を今後5年間で50％増加させる 

  平成27年度：2,447人（推計値） → 平成33年：3,600人以上 

③ 新規報告数（HIV感染者＋エイズ患者）に占めるエイズ患者の割合を今後5年間で15％以下にす

る 

  平成27年：21.6% → 平成33年：15%以下 

H 

I 

V 

感

染

者 

・ 

エ

イ

ズ

患

者

報

告

数

の

動

向

及

び

評

価 

新規エイズ患者報告数 

平成27年 

実績値 

平成33年 

目標値 

年次別報告数 

平成29年 平成30年 平成31年 平成32年 平成33年 

41人 30人以下 33人 － － － － 

年次別目標値 39人 37人 35人 33人 30人 

 ・平成29年の報告数は33人であり、年次別目標値を達成した。 

 ・また、平成30年1月から6月までの報告数は17人となっており、明らかな減少傾向に転じたと

は言えない状況である。 

 

【大阪市におけるHIV感染者・エイズ患者年次別届出数推移】 

 

 

 

 

※エイズ患者割合とは、P3「エイズ患者報告数の全報告（HIV感染者＋エイズ患者）に対する比率」 

 

・年次別届出数は、ここ数年、減少傾向にあるものの、エイズ患者報告割合は減少していない。 
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・我が国におけるHIV感染の状況（平成29年）：【国の公表待ち】 

・大阪市におけるHIV感染の状況（年齢・性別・感染経路・感染地域等）：【参考資料P1～4】 

 

① HIV検査受検者数 

平成27年度 

実績値 

平成33年度 

目標値 

年次別実績値 

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 

10,930人 
12,000人

以上 
12,295人 － － － － 

年次別目標値 12,000人

以上 

12,000人

以上 

12,000人

以上 

12,000人 

以上 

12,000人 

以上 

・平成29年の受検者数は12,295人であり、目標を達成した。 

  

【大阪市におけるHIV検査受検者数の推移】 

 

 

・HIV検査受検者数は、平成 14年度頃から順調に増えて平成 20年度には 14,757人に達したが、

平成21年度に11,250人に減少し、以後減少が続いた。平成25年度から、受検者数はほぼ横ば

いであるものの、平成29年度は3年ぶりに12,000人を超えた。 

・受検者数の詳細については、基本施策2「HIV検査・相談体制の充実」で後述 
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② MSMのHIV検査受検者数 

平成27年度 

実績値 

平成33年度 

目標値 

年次別実績値（推計値） 

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 

2,447人 
3,600人 

以上 
2,774人 － － － － 

年次別目標値 2,678人 2,909人 3,140人 3,371人 3,600人 

・平成25年度以降、MSMの受検者数は増加傾向にあり、目標値を達成している。 

 

※ 平成29年度MSMのHIV検査受検者数（推計値）の算定方法 

   大阪市内の保健福祉センター及び委託検査場において、各年度に実施している「検査を受ける

人を対象としたアンケート」結果から得られたMSMの受検割合を、 dista検査受検者（MSM）を

除くHIV受検者数に乗じて算定。 

HIV受検者数（12,295-212）人×MSM受検割合21.21％＋dista検査211人≒2,774人 

 

（参考：各年度のMSM受検割合） 

・平成25年度17.18％ 

・平成26年度18.75％ 

・平成27年度19.66％ 

・平成28年度21.95％ 

・平成29年度22.56％ 

 

                                   

③ 新規報告数（HIV感染者＋エイズ患者）に占めるエイズ患者の割合 

平成27年 

実績値 

平成33年 

目標値 

年次別比率 

平成29年 平成30年 平成31年 平成32年 平成33年 

21.6％ 15％以下 24.8％ － － － － 

年次別目標値 20.3％ 19.0％ 17.7％ 16.4％ 15％以下 

・平成29年度は、平成28年度の20.7％から増加し、目標値に達していない。 

・エイズ患者報告数の全報告数に対する割合の経年推移：【参考資料P5】 
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基

本 
施

策 

１ 正しい知識の普及啓発 

事

業 
目

標 

市民が正しい知識を持ちHIV感染予防行動がとれるようにするとともに、HIV・エイズに対する偏見・差

別をなくす 

具 
体 
的 
な 
取 
り 
組 
み 
実 
績 
及 
び 
評 
価 

（１） ターゲット層への普及啓発 

ア 青少年対象 

HIV感染症・エイズに関する健康教育（平成29年度） 

対象 回数 受講者数 

小学生 0回 0人 

中学生（一部教職員・保護者を含む） 20回 2,844人 

高校生（一部教職員を含む） 6回 1,102人 

大学生 4回 842人 

専門学校生 2回 102人 

教職員 2回 198人 

合計 34回 5,088人 

・保健福祉センターからの要請に応じて、保健所より教育資材の提供、技術的支援、講師派遣を

行い、JHC（HIVと人権・情報センター）と一部協働で市立中学校・高等学校対象に講座を実施。 

 

健康教育を受講した生徒数 

平成27年度 

実績値 

年度別実績値 

平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 平成 32年度 平成 33年度 
3,429人 4,890人 － － － － 
年次別目標値 3,600人 3,780人 3,970人 4,170人 4,380人 

 

HIVにかかる研修を受講した市立中学校の教員が在籍する学校数 

平成27年度 

実績値 

年度別実績値 

平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 平成 32年度 平成 33年度 
－ 34％ － － － － 

年次別目標値 70％ 70％ 70％ 70％ 70％ 
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研修を受講した教員数 

平成27年度 

実績値 

年度別実績値 

平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 平成 32年度 平成 33年度 
131人 198人 － － － － 

年次別目標値 137人 144人 151人 158人 166人 

・29年度教育委員会との連携により小学校～高校の教員に対して、JHC（HIVと人権・情報センター）

へ講師依頼し、生徒へHIV・エイズ・性感染症を伝えるポイントについて研修を2回実施。 

 

研修受講後、受講内容を生徒の教育に活かすと答えた教職員の割合 

平成27年度 

実績値 

年度別実績値 

平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 平成 32年度 平成 33年度 
－ 95.2％ － － － － 

年次別目標値 70％ 70％ 70％ 70％ 70％ 
 

・教員向け講習会後アンケートより89％がとても良かった・良かったと回答。参加者の76％が養護

教諭であった。 

アンケート結果の詳細は【参考資料P.7～】 

 

・中学生及び高校生向けにエイズ予防啓発冊子「エイズのはなし」をそれぞれ作成し、市立中学校3

年生、高等学校2年生を対象に配付。（中学生版21,000冊、高校生版5,500冊） 

・青少年作業班会議を開催し、「エイズのはなし」指導の手引きの検討を行った。 

  〈「エイズのはなし」指導の手引きについて〉 

   中学生向け・高校生向けそれぞれに、授業を実施する際の指導のポイントをまとめた指導の手引き

を作成。また、さらに詳しい情報を掲載した資料編も作成した。（各学校へのデータの送付は平成

30年度） 

 

その他 

・世界エイズデー及びHIV検査普及週間等の時期に各区の実情に応じて青少年向け取組みを実施。 

    取組例：街頭キャンペーンでティッシュ・コンドーム等の配布。 

        成人式での啓発チラシ・冊子等の配布。パネルの展示。健康教育の実施。 

・FM802が行う、HIVの正しい知識を学ぶためのWebテキスト「エデュケーションリーダーテキスト」

の内容について見直しを行った。 

 

 

イ ＭＳＭ対象 

・MSMの中高年向け季刊誌「南界堂通信」をMASH大阪に委託し、年2回発行 

・MASH大阪と協働で実施したHIVイベント検査「distaでピタッとちぇっくん」時に個別相
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談を実施 

‐平成29年度は6回検査を実施し、延べ417件の個別相談を実施。HIVや梅毒の症状、感

染経路・予防相談等に対応。 

‐主な相談内容はMASH大阪に還元し、相談事項を共有。 

ウ 性風俗産業の従事者及び利用者対象 

エ 外国人対象 

 

（２）職域への普及啓発 

HIV感染症・エイズに関する健康教育 

・企業の健康管理部門担当者19人（19社）及びラジオ局職員33人を対象に健康教育を実施。 

・平成29年度「大阪市出前講座」に登録（講座名：職場におけるHIV感染症・エイズ）。実績なし。 

 

（３）その他普及啓発 

エイズ予防週間実行委員会（大阪府・府下保健所設置市合同）による啓発 

・エイズ予防財団主唱「大阪エイズウィークス 2017」に後援団体として参加し、ティッシュ等啓発

グッズを配布。 

・HIV啓発CMを映画館やYouTubeで放映。 

 

大阪府・保健所設置市と協働で冊子を作成 

・エイズ普及啓発冊子「おおさかエイズ情報NOW」（7,700冊）を検査会場、健康教育等で活用。 

・陽性者支援向け冊子「たんぽぽ」を500冊作成。平成28年度から相談窓口に薬物相談を追加した。

冊子の内容はホームページへ掲載し、ダウンロードできるようにしている。検査会場等で活用。 

   

人材育成 

・区役所保健福祉課の障がい担当者研修でHIVにかかる内容を実施。（年1回） 

 ・保健福祉センターの保健師研修では、医師・HIV検査採血従事看護師を含め研修開催。 

JHC、CHARM、MASH大阪、拠点病院等の協力を得ながら実施した。（年1回、2日間） 

29年度は14人の保健師が受講。  
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課 
題 
及 
び 
今 
後 
の 
方

向

性 

（１）ターゲット層への普及啓発 

青少年対象 

・中学生・高校生以外の若年層への普及啓発機会が少ない。 

 

 

 

 

MSM対象 

・関係団体と共にMSM対象の検査会を実施したり、中高年向け季刊誌を作成しているが、さらに若年層

への普及啓発が必要である。 

 

 

 

性風俗産業の従事者及び利用者対象 

・MSMと比べて、SW向けの啓発ができていない。 

 

 

 

外国人対象 

 ・検査会場において受検者に外国語のリーフレットを渡しているにとどまっている。 

 

 

 

 

 

（２）職域への普及啓発 

・企業向けの働きかけが困難な状況であり、企業向けの普及啓発について見直す必要がある。 

 

 

 

 

（３）その他普及啓発 

・広域での啓発を行う機会になっている。 

 

 

 

 

今後の方向性 

・SNSを利用し正しい知識の情報発信を行う。 
・「エイズのはなし」指導の手引きの活用状況のアンケートを行い、次年度以降の内容を検討する。 

今後の方向性 

・関係団体と新たな周知方法や、新たな場所での検査会の実施等検討する。 

今後の方向性 
・企業団体への普及啓発のあり方を検討する。 

今後の方向性 

・日本語学校等を通じて普及啓発をおこなっていく。検査会の実施も併せ、普及啓発の場の構

築を検討する。 

今後の方向性 
・引き続き「大阪エイズウィークス」へ参加し、エイズ予防財団やエイズウィークス等関係団

体と共通の広報ツールの活用を検討する。 

今後の方向性 

・SW支援団体等と連携するなどし、HIV検査等の啓発の取り組みを検討する。 
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基本 

施策 

２ HIV検査・相談体制の充実 

事業 

目標 

① HIV検査を毎年12,000人以上受検する 

② 年間のMSMのHIV検査受検者数を今後5年間で50％増加させる 

③ 常設検査場等での早期発見者数を、今後5年間で15％増加させ、早期治療につなげる 

具 

体 

的 

な 

取 

り 

組 

み 

実 

績 

及 

び 

評 

価 

HIV検査受検者数及び MSMのHIV検査受検者数：大目標・副次目標の項【P5～7】参照 

 

（１）常設検査の体制整備 

各区保健福祉 

センター 

 27年度 28年度 29年度 

受検者数 4,688人 4,699人 5,120人 

陽性者数 23人 27人 21人 

陽性率 0.49% 0.57％ 0.41％ 

委託検査場 

受検者数 7,115人 6,394人 6,919人 

陽性者数 40人 37人 39人 

陽性率 0.56% 0.58％ 0.56％ 

合計 

受検者数 11,803人 11,093人 12,039人 

陽性者数 63人 64人 60人 

陽性率 0.53% 0.58％ 0.50％ 

・平成28年4月より、日曜日の検査に携帯端末からの予約制を導入。 

・平成29年6月より、土曜日・日曜日の検査に梅毒の即日検査を追加。 

・平成 28年度に受検者数が減少したものの、平成 29年度には受検者数が増加しており、MSM

に対する検査行動の促進は図られてきていると考えられる。 

・全国的にも受検者数は減少傾向にあり、HIVに対する関心の低下や郵送検査に対するニーズ

の増加が要因と考えられる。 

 

◇検査時間帯別受検者数平均（区における臨時検査受検者数除く） 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

午前 午後 午前 午後 午後 

(即日) 

午前 午後 午後 

(即日) 

実施回数 486回 93回 387回 96回 11回 396回 95回 10回 

受検者数 3,528人 1,103人 3,227人 1,154人 263人 3,602人 1,328人 190人 

１回あたりの 

平均受検者数 
7.3人 11.9人 8.3人 12.0人 23.9人 9.1人 14.0人 19.0人 

※午前：9：30～11：00 午後：14：00～15：30、午後（即日）14：00～15：00 

午後実施区：淀川区（月曜日）、北区（水曜日）、中央区（第1金曜日：即日）  

・詳細はHIV検査実績について（曜日別）【参考資料P10】を参照。 

・平成28年4月より、中央区の午前週5回を午前週3回に集約し、月1回午後に即日検査を導
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入。ただし、即日検査は平成28年5月から開始。 

・中央区の体制変更に伴い、開催回数の減による利便性の低下はあるものの、区の総受検者数

は平成29年度も増加し、効率的に検査が実施できている。 

平成29年の後天性免疫不全症候群（AIDSを除く）届出医療機関のうち保健所・保健福祉 

センター、委託検査場が占める割合は54％【参考資料P11】 

 

◇エイズ専門相談（相談場面別） 

年度 
定例専門相談 

（北・中央） 
告知時 医療機関 計 

平成28年度 57件 22件 51件 130件 

平成29年度 69件 17件 14件 100件 

 ・平成28年4月より中央区検査体制変更に伴い、中央区の定例専門相談日を変更。 

第2・第4金曜日の9時30分～11時30分 → 第1金曜日15時～17時（即日検査時） 

第3木曜日9時30分～11時30分 

・即日検査は、採血前に保健師による事前ガイダンスを実施するため、専門相談を利用する件

数は少ない。 

・通常検査時の相談が少し増加しているため、定例相談の実施日を再検討する必要がある。な

お、平成29年4月より中央区第1金曜日の定例専門相談を14時30分から16時30分に変更

している。 

 

◇外国語相談 

  ・外国語による電話相談事業（NPO法人CHARMに委託） 

対応言語：英語、中国語、韓国語、スペイン語、ポルトガル語、タイ語 

平成29年度実績186人（平成28年度実績270人） 

  ・トリオフォンを用いたエイズ電話相談（大阪国際交流センター） 

    対応言語：英語、中国語、韓国・朝鮮語 

平成29年度実績5人（平成28年度5人） 

 

（２）イベント検査・相談等の実施 

◇保健福祉センターにおける夜間イベント検査の実施状況（平成29年度） 

場所 実施日 時間帯 種別 受検者数 陽性者数 

西成区役所 H29.12.4（月） 17:30～19:00 即日 21人 0人 

淀川区役所 H29.12.8（金） 17:00～19:00 通常 23人 0人 
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◇コミュニティーセンター「dista」における 

MSM向け夜間休日イベント検査の実施状況（平成29年度） 

場所 実施日 時間帯 種別 受検者数 陽性者数 

dista 

H29. 5. 14（日）   

7. 8（土）   

9. 8（金）   

11. 11（土）   

H30. 1. 14（日）   

3. 10（土）   

17:00～20:00 

17:00～20:00 

17:00～20:00 

17:00～20:00 

17:00～20:00 

17:00～20:00 

通常 

48人 

30人 

25人 

31人 

39人 

39人 

2人 

0人 

0人 

0人 

0人 

0人 

   合計 212人 2人 

・平成26年度より、コミュニティーセンター「dista」においてMASH大阪・厚労科研と協働し、

MSMを対象としたイベント検査「distaでピタッとちぇっくん」を実施。 

・平成 27年度・28年度は、様々な曜日・時間帯を設定し試行実施しているが、平日夜間より

土日の方が受検者数は多いことから、平成29年度は、主に土日の夜間帯に実施した。 

 

（３）広報等 

・大阪市ウェブサイトHIV検査案内ページに、保健福祉センターHIV検査受検の流れを掲載。 

・ウェブサイトや紙媒体、バナー広告、SNS等周知したい対象者に合わせて広報手段を変え、

効果的に情報を伝えるように工夫している。 

 

 

 

 

 

 

 

広       報 連  携  先 

大阪市・区役所ウェブサイト  

HIV検査・相談マップ  

おおさかエイズ情報NOW・たんぽぽ 大阪府・保健所設置市・CHARMなど 

エイズのはなし 教育委員会事務局、JHCなど 

南界堂通信 MASH大阪 

イベント検査広報 

・チラシ、コンドーム、ティッシュなど配布 

・区役所広報誌、生保だより、ポスター 

・facebook、twitter、ゲイ向けアプリバナー広告 

MASH大阪、JHC、専門学校など 
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課 

題 

及 

び 

今 

後 

の 

方 

向 

性 

（１）常設検査の体制整備 

  ・即日検査の受検者数に減少傾向がみられることから、実施日時などを検討する必要があ

る。 

・中央区即日検査時における定例専門相談の件数が少ない。 

・相談者・受検者の中には外国人も見られるが、多言語に対応した資材が少ない。特に陽性

告知など結果返しの際の資材を検討する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）イベント検査・相談等の実施 

  ・distaでのイベント検査における陽性率が減少傾向にあることから、初回受検者の割合

を増加させる必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

（３）広報等 

 ・様々な方法を用いて広報を実施しているが、受検者増加につながりにくい場合がある。 

・MSM向けに比べて、SW向けの広報ができていないので、アプローチする方法を検討する必

要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後の方向性 

・初回受検者を増加させるための啓発方法等を検討する必要がある。 

・各区のイベント検査は、常設検査場の啓発ツールでもあるため、実施場所・対象 

者・広報について検討し、引き続き効果的に実施する。 

 

今後の方向性 

・SW支援団体等と連携しHIV検査広報について検討する。 

・研究班やNGO等と連携し、受検行動につながる啓発資材の開発を目指す。 

今後の方向性 

・単なる受検者数の増加策ではなく、効率的な陽性者の検出策を立案する。 

・受検しやすい体制づくりのため、受検者アンケートによるニーズ把握を引き続き実

施する。 

・通常検査時の定例専門相談件数が増加しているため、実施日について再検討する。 

・研究班やNGO等と連携し、外国人対応について検討する。 
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基本 

施策 

３ 療養支援のための保健・医療・福祉の連携強化 

事業 

目標 

保健・医療・福祉の連携により地域におけるHIV陽性者の支援体制を整える 

 

具 

体 

的 

な 

取 

り 

組 

み 

実 

績 

及 

び 

評 

価 

（１）連携体制の充実 

・大阪市立総合医療センター主催の定例カンファレンスに参加（年11回）。 

陽性者の在宅支援にかかる意見交換を行う。29年度、保健所が介入を要する処遇困難事例は

なし。施設連携についての意見交換を随時行った。 

・国立病院機構大阪医療センター・府・保健所設置市による患者の在宅支援に向けた意見交換

会に参加（年 1回）。ブロック拠点病院が抱えている在宅支援が必要な患者の報告及び意見

交換を行った。 

 

（２）医療及び福祉関係者への意識啓発 

研修を受けた福祉関係者数 

平成27年度 

実績値 

年度別実績値 

平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 平成 32年度 平成 33年度 
198人 391人 － － － － 

年次別目標値 208人 218人 229人 240人 252人 

 

◇保健所（保健福祉センター）が実施した福祉関係者への普及啓発実施状況（平成29年度） 

対象 回数 受講者 

介護保険施設関係職員 ３回※ 99人 

地域包括支援センター・居宅支援事業者等 ４回 273人 

障がい児者施設職員 １回 19人 

合計 ８回 391人 

  ※うち１回は介護保険施設の管理者向けに健康教育をおこなった。 

 

◇医療機関向け講習会 

中核拠点病院のHIV感染症専門医を講師に迎え、内科・呼吸器科を標榜する診療所・薬局等

へ個別通知にて周知した。 

・テーマ：開催内容は大阪市におけるHIV感染症対策について、HIV感染症の最新治療、 

血液曝露時の対応、地域医療との連携について 

・実施回数：４回 

・参加人数：196人 
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研修受講後、ＨＩＶ陽性者を受け入れることができると答えた福祉関係者数 

平成27年度 

実績値 

年度別実績値 

平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 平成 32年度 平成 33年度 
57.8％ 75.5％ － － － － 

年次別目標値 70％ 70％ 70％ 70％ 70％ 

 

 

 

課 

題 

及 

び 

今 

後 

の 

方 

向 

性 

（１）連携体制の充実 

・介護保険サービスにおける在宅支援がスムーズに行えているのか、実態の把握ができて

いない。 

・拠点病院から、入所・通所施設（介護保険施設・有料老人ホーム・サービス付高齢者向

け住宅等）では、受け入れが可能と答える施設が少ないという指摘がある。 

・包括支援センター等の居宅支援事業者への健康教育はニーズがあり、対応しているが、

自立支援サービス事業者等の福祉分野への介入が十分でない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後の方向性 

・介護保険等の事業者におけるＨＩＶの知識および受け入れの実態を把握する。 

・療養支援が必要な事例については関係部局との連携を図り対応する。 

・自立支援サービス事業者への健康教育等の啓発を実施する。 

・理解を深めるために、今後も施設関係者への健康教育は継続していく。 

・HIV陽性者の入所や施設利用にかかり処遇困難事例が生じた際は、施設への聞き取り

等により状況を把握し、必要に応じて施設職員を対象とした研修等を実施する。 

・平素から、拠点病院との連携を密にし、患者支援の体制づくりをおこなう。 


